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各
会
計
別
決
算
見
込
み
の
状
況
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〈
歳
入
〉

　
総
額
は
、
６９０
億
８
千
７３２
万
円
で
、
こ
の
う
ち
主
な
も

の
は
、
市
税
に
よ
る
収
入
が
２１５
億
１
千
１２７
万
円
で
３1
．

１
％
、
こ
の
ほ
か
に
国
や
府
か
ら
交
付
さ
れ
た
支
出
金

が
１８７
億
２
千
８９１
万
円
で
２７
．１
％
、
国
税
な
ど
か
ら
再

配
分
さ
れ
た
地
方
交
付
税
・
地
方
消
費
税
交
付
金
な
ど

が
８９
億
４
千
６７２
万
円
で
1３
．０
％
な
ど
と
な
っ
て
い
ま

す【
図
1
】。

　
歳
入
総
額
を
市
民
1
人
当
り
に
換
算
し
ま
す
と
、
４７

万
６
千
９６１
円
と
な
り
ま
す
。

〈
歳
出
〉

　
総
額
は
、
６７７
億
７
千
８１７
万
円
で
、
目

的
別
の
内
訳
で
は
、民
生
費
、衛
生
費
、

土
木
費
と
い
っ
た
生
活
に
よ
り
密
着
し

た
事
業
に
使
う
経
費
が
３８１
億
３
千
６９３
万

円
で
５６
．３
％
と
半
分
以
上
を
占
め
、

ま
た
総
務
費
が
１１５
億
９８２
万
円
で
1７
．

０
％
、
小
・
中
学
校
な
ど
の
教
育
費
が

８７
億
６
千
４０７
万
円
で
1２
．９
％
、
市
債

の
償
還
に
よ
る
公
債
費
が
６９
億
６
千
３０２

万
円
で
1０
．３
％
な
ど
と
な
っ
て
い
ま

す【
図
2
】。

　
ま
た
、
性
質
別
の
内
訳
で
は
、
扶
助

費
が
１６５
億
９
千
８４６
万
円
で
２４
．５
％
と

最
も
多
く
、
次
に
事
業
費
が
１１５
億
９
千

８１５
万
円
で
1７
．１
％
、
次
に
人
件
費
が

９５
億
２
千
４２４
万
円
で
1４
．０
％
な
ど
と

な
っ
て
い
ま
す【
図
3
】。

　
歳
出
総
額
を
市
民
1
人
当
り
に
換
算

し
ま
す
と
、
４６
万
７
千
９２３
円
と
な
り
ま

す
。

　
一
般
会
計
の
実
質
収
支
は
1０
億

２
千
９７５
万
円
の
黒
字
と
な
り
ま
し

た
。

　
平
成
２５
年
度
の
実
質
収
支
は
1６

億
１
千
２６９
万
円
の
黒
字
で
し
た
の

で
、
平
成
２６
年
度
の
実
質
収
支
か

ら
平
成
２５
年
度
の
実
質
収
支
を
差

し
引
い
た
平
成
２６
年
度
の
単
年
度

収
支
は
５
億
８
千
２９４
万
円
の
赤
字

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
平
成
２６
年
度
の
歳
入
総
額
は
前

年
度
と
比
較
し
て
、
８1
億
５
千
６３０

万
円
増
加
し
て
い
ま
す
。
項
目
別

で
み
る
と
、
市
債
は
２８
億
８
千
５０

万
円
、
国
庫
・
府
支
出
金
は
1５
億

６９６
万
円
、
地
方
交
付
税
・
地
方
消

費
税
交
付
金
な
ど
は
、
５
億
７
千

６８５
万
円
、
市
税
は
、
７
千
５５０
万
円

増
加
し
て
い
ま
す
。

　
次
に
、
歳
出
は
前
年
度
と
比
較

し
て
総
額
で
８４
億
７
千
２８８
万
円
増

加
し
て
い
ま
す
。
平
成
２６
年
度
決

算
を
目
的
別
で
前
年
度
と
比
較
す

る
と
、
総
務
費
が
新
庁
舎
整
備
事

業
な
ど
建
設
事
業
費
の
増
加
な
ど

に
よ
り
、
６４
億
８
千
５８７
万
円
増
加

し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
民
生
費
が

生
活
保
護
費
の
増
加
な
ど
に
よ

り
、
２６
億
９
千
５７３
万
円
増
加
し
て

い
ま
す
。

　
国
民
健
康
保
険
事
業
会
計
は
、

単
年
度
収
支
で
は
４
億
８
千
９７４
万

円
の
黒
字
と
な
っ
て
お
り
、
実
質

収
支
で
は
７
億
７８８
万
円
の
黒
字
と

な
り
ま
し
た
。

　
後
期
高
齢
者
医
療
事
業
会
計

は
、
黒
字
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、

こ
の
黒
字
の
一
部
は
、
制
度
上
、

翌
年
度
に
大
阪
府
後
期
高
齢
者
医

療
広
域
連
合
へ
納
入
す
る
こ
と
と

な
っ
て
お
り
、
実
質
的
に
は
収
支

均
衡
を
保
っ
て
い
ま
す
。

　
公
共
下
水
道
事
業
会
計
は
、
実

質
収
支
が
1４
億
１
千
７５３
万
円
の
黒

字
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
平

成
２７
年
度
か
ら
地
方
公
営
企
業
法

を
適
用
し
た
こ
と
に
よ
り
、
平
成

２７
年
３
月
３1
日
で
打
ち
切
り
決
算

と
な
っ
た
こ
と
か
ら
、
未
払
金
と

未
収
金
の
差
額
に
よ
る
黒
字
が
発

生
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で

す
。

　
な
お
、
水
道
事
業
会
計
を
除
く

す
べ
て
の
会
計
で
の
実
質
収
支

は
、
平
成
２６
年
度
は
、
３1
億
７
千

６７２
万
円
の
黒
字
と
な
っ
て
い
ま

す
。単
年
度
の
収
支
に
つ
い
て
は
、

６
億
４
千
３０６
万
円
の
黒
字
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　市政の運営経費は、市民の皆さんに納めていただいた税金により、その大部分が賄われています。
　そこで、この税金がどこでどのように使われているのか、また、財政状況がどのようになっているのかを知ってい
ただくために、年に２回財政状況を公表しています。
　今回は、平成２６年度の決算見込みと平成２７年度（４月～７月末）の予算の執行状況などをお知らせします。

備

平成２６年度各会計別決算見込み一覧表

【図2】歳出（行政費用）の目的別内訳

【図3】歳出の性質別経費の割合

【図1】歳入（財源）の内訳

実質収支＝収支差引－繰り越すべき財源＝いわゆる累積黒字（赤字）のこと
単年度収支＝実質収支－前年度実質収支＝当該年度の収支をみるもの
小計・合計欄の数値は、端数処理の関係上、各会計の合計と一部合わない箇所があります

財政状況の公表
平成 ２６年度一般会計等決算見込みの概要

平成２６年度一般会計

会　計　名 歳　　入　（Ａ） 歳　　出　　（Ｂ）
収支差引

（Ａ）－（Ｂ）
（Ｃ）

繰り越すべき財源
（Ｄ）

実質収支
（Ｃ）－（Ｄ）

（Ｅ）

前年度
実質収支
（Ｆ）

単年度収支
（Ｅ）－（Ｆ）

一　般　会　計 690 億 8,732 万円 677 億 7,817 万円 13 億    915 万円 2 億 7,940 万円 10 億 2,975 万円 16 億 1,269 万円 △ 5 億 8,294 万円

特　
別　
会　
計

国 民 健 康 保 険
事 業 会 計 187 億 5,343 万円 180 億 4,555 万円 7 億    788 万円 7 億   788 万円 2 億 1,814 万円 4 億 8,974 万円

後 期 高 齢 者
医 療 事 業 会 計 16 億 3,533 万円 16 億 1,377 万円 2,156 万円 2,156 万円 3,146 万円 △ 990 万円

公 共 下 水 道
事 業 会 計 56 億 3,431 万円 42 億 1,678 万円 14 億 1,753 万円 14 億 1,753 万円 6 億 7,136 万円 7 億 4,617 万円

小 計 260 億 2,307 万円 238 億 7,610 万円 21 億 4,697 万円 21 億 4,697 万円 9 億 2,096 万円 12 億 2,601 万円

合 計 951 億 1,039 万円 916 億 5,427 万円 34 億 5,612 万円 2 億 7,940 万円 31 億 7,672 万円 25 億 3,366 万円 6 億 4,306 万円

そのほか
55億6,696万円
（8.0％）

個人市民税
65億8,426万円
（9.5％）

固定資産税
94億1,165万円
（13.6％）

都市計画税など
39億3,524万円（5.7％）

地方交付税など
89億4,672万円
（13.0％）

国・府支出金
187億 2,891万円
（27.1％）

市債
118億6,710万円
（17.2％）

法人市民税
15億8,012万円
（2.3％）

市税 
215億1,127万円
（31.1％）

分担金・使用料など
24億6,636万円
（3.6％）

歳入総額
690億8,732万円
（100.0％）

扶助費
165億9,846万円
　　（24.5％）

人件費
95億2,424万円
（14.0％）

補助費等
94億975万円
（13.9％）公債費

69億6,302万円
（10.3％）

物件費
68億4,090万円
（10.1.％）

繰出金
46億4,010万円
（6.8％）

事業費
115億9,815万円
（17.1％）

維持補修費など
22億355万円
（3.3％）

歳出総額
677億7,817万円
（100.0％）

総務費
115億982万円
（17.0％）

民生費
303億2,847万円
（44.7％）

衛生費
38億3,353万円
（5.7％）

土木費
39億7,493万円
（5.9％）

教育費
87億6,407万円
（12.9％）

公債費
69億6,302万円
（10.3％）

そのほか
24億433万円
（3.5％）

歳出総額
677億7,817万円
（100.0％）

市民 1人当りの歳入（財源）の内容

項 目 市 民 1 人 当 り の 
歳 入 項 目 の 説 明

市　
　
税

個 人 市 民 税 45,456 円 個人に課せられる税で、市税全体の 30.6％を占めています。
法 人 市 民 税 10,909 円 法人に課せられる税で、市税全体の 7.4％を占めています。
固 定 資 産 税 64,975 円 土地・家屋・償却資産に課せられる税で、市税全体の 43.8％を占めています。
都 市 計 画 税 な ど 27,168 円 都市計画税のほか、事業所税、市たばこ税などがあります。市税全体の 18.2％を占めています。

計 148,508 円
地 方 交 付 税 な ど 61,766 円 全国市町村の行政水準の均衡と財源の安定化のため、国税などから交付されるものです。
分 担 金・ 使 用 料 な ど 17,027 円 施設の利用料など、特定の利益を受ける人から徴収するものです。
国・ 府 支 出 金 129,300 円 特定の事務事業に対し、国または大阪府から交付される補助金です。
市 債 81,927 円 公共施設の建設費に充てるためなどの借入金です。
そ の ほ か 38,433 円 財産収入などが主なものです。
合 計 476,961 円

市民 1人当りの歳出（行政経費）の目的別内容

項 目 市 民 1 人 当 り の 
歳 出 項 目 の 説 明

総 務 費 79,461 円 行政の共通的な事務管理に要する費用で、この中には戸籍・住民票の事務や税の賦課徴収の費用が含まれます。
民 生 費 209,380 円 高齢者福祉、児童福祉、生活保護などの社会福祉に係る費用です。
衛 生 費 26,465 円 ごみの処理費用や予防接種などの保健衛生費などです。
土 木 費 27,442 円 市の道路・公園・住宅や都市基盤の整備のほか、緑・花推進や交通安全対策などの費用です。
教 育 費 60,505 円 小・中学校などの学校教育や公民館などの社会教育のほか、文化・スポーツの振興などの費用です。
公 債 費 48,071 円 借入金の元金利息の返済などです。
そ の ほ か 16,599 円 議会運営、商業・農業振興、消防に係る費用です。
合 計 467,923 円

備平成 27 年 3 月 31 日現在人口 144,849 人
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　市の財産には、土地・建物などの不動産や、有価
証券、基金などがあり、借入金として公共施設の建
設などのために借り入れた市債などがあります。

〈
実
質
赤
字
比
率
〉

　
福
祉
、
教
育
、
ま
ち
づ
く
り
な
ど
市
民
の
皆
さ
ん
に
と
っ
て

身
近
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
行
う
、最
も
主
要
な
会
計
で
あ
る「
一

般
会
計
」に
生
じ
て
い
る
赤
字
の
大
き
さ
を
、
そ
の
地
方
公
共

団
体
の
標
準
財
政
規
模
に
対
す
る
割
合
で
表
し
た
も
の
。

〈
連
結
実
質
赤
字
比
率
〉

　
一
般
会
計
に
、
特
別
会
計
で
あ
る
国
民
健
康
保
険
事
業
、
後

期
高
齢
者
医
療
事
業
、
公
共
下
水
道
事
業
お
よ
び
水
道
事
業
を

加
え
た
地
方
公
共
団
体
の
全
会
計
を
連
結
し
た
際
に
生
じ
た
赤

字
の
大
き
さ
を
、
そ
の
地
方
公
共
団
体
の
標
準
財
政
規
模
に
対

す
る
割
合
で
表
し
た
も
の
。

〈
実
質
公
債
費
比
率
〉

　
一
般
会
計
の
公
債
費
や
、
一
般
会
計
か
ら
特
別
会
計
に
対
す

る
繰
出
金
の
う
ち
公
債
費
に
準
ず
る
も
の
な
ど
を
含
め
た
、
地

方
公
共
団
体
の
借
入
金（
市
債
）の
元
利
返
済
額（
公
債
費
）の
大

き
さ
を
、
そ
の
地
方
公
共
団
体
の
標
準
財
政
規
模
に
対
す
る
割

合
で
表
し
た
も
の
。
当
該
年
度
を
含
め
た
3
か
年
の
平
均
値
。

〈
将
来
負
担
比
率
〉

　
地
方
公
共
団
体
の
借
入
金（
市
債
）、退
職
手
当
負
担
見
込
額

な
ど
、
現
在
か
ら
将
来
に
わ
た
っ
て
抱
え
る
こ
と
と
な
る
負
債

の
大
き
さ
を
、
そ
の
地
方
公
共
団
体
の
標
準
財
政
規
模
に
対
す

る
割
合
で
表
し
た
も
の
。

〈
資
金
不
足
比
率
〉

　
各
公
営
企
業
の
事
業
の
規
模
に
対
す
る
資
金
の
不
足
額
の
割

合
。

備
標
準
財
政
規
模
：
そ
の
地
方
公
共
団
体
の
標
準
的
な
状
態
で

　
通
常
収
入
が
見
込
ま
れ
る
地
方
税
、
地
方
譲
与
税
、
地
方
交

　
付
税
な
ど
の
一
般
財
源
の
規
模
を
示
す
指
標
。
本
市
の
平
成

　
２６
年
度
標
準
財
政
規
模
は
３０４
億
３
千
１９４
万
円

　
平
成
２６
年
度
の
財
政
運
営
に
つ
い
て
は
、
予
算
編

成
の
段
階
か
ら
、
将
来
に
お
け
る
強
固
な
財
政
基
盤

の
確
立
を
目
指
し
、
徹
底
的
に
無
駄
を
省
く
な
ど
、

行
財
政
改
革
の
推
進
に
努
め
な
が
ら
、
子
ど
も
か
ら

高
齢
者
ま
で
が
、
安
全
で
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち

づ
く
り
を
目
指
し
た
も
の
で
す
。
学
校
施
設
の
耐
震

化
工
事
に
加
え
、
統
合
中
学
校
や
統
合
保
育
所
の
新

築
、
新
庁
舎
整
備
事
業
な
ど
、
市
民
の
安
全
・
安
心

に
係
る
事
業
に
つ
い
て
は
、
将
来
負
担
に
配
意
し
つ

つ
も
、
ま
さ
に
今
、
進
め
て
行
か
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
も
の
で
あ
り
、
事
業
費
お
よ
び
そ
の
財
源
と
な
る

市
債
残
高
が
膨
ら
ん
で
は
い
る
も
の
の
、
財
政
健
全

化
法
に
基
づ
く
健
全
化
判
断
比
率
の
４
指
標
は
、
い

ず
れ
も
早
期
健
全
化
の
基
準
を
下
回
っ
て
い
る
状
況

で
す
。

　
し
か
し
な
が
ら
、
人
件
費
、
扶
助
費
お
よ
び
公
債

費
な
ど
の
義
務
的
経
費
の
割
合
は
依
然
と
し
て
大
き

く
、
財
政
構
造
は
硬
直
化
し
て
い
る
も
の
と
認
識
し

て
い
ま
す
。

　
少
子
高
齢
化
、
人
口
減
少
問
題
な
ど
大
き
な
課
題

に
直
面
し
て
い
る
中
、
引
き
続
き
、
自
主
財
源
の
減

少
や
扶
助
費
の
増
加
な
ど
が
懸
念
さ
れ
、
厳
し
い
財

政
運
営
を
強
い
ら
れ
る
も
の
と
考
え
て
い
ま
す
。
市

民
の
皆
さ
ん
に
と
っ
て
、
真
に
必
要
な
施
策
を
確
実

に
実
施
し
て
い
く
た
め
に
も
、
な
お
一
層
の
行
財
政

改
革
を
断
行
し
、
新
し
い
時
代
に
夢
を
、
新
し
い
世

代
に
希
望
を
託
せ
る
ま
ち
の
実
現
に
向
け
、
取
り
組

ん
で
い
き
ま
す
。

問
財
政
課

℡�

０
６
・
６
９
９
２
・
１
４
０
２

　
平
成
２1
年
か
ら
施
行
さ

れ
た「
地
方
公
共
団
体
の

財
政
の
健
全
化
に
関
す
る

法
律
」で
は
、地
方
公
共
団

体
の
財
政
の
健
全
度
を
示

す
４
つ
の
比
率（
以
下
、

健
全
化
判
断
比
率
）と
水

道
事
業
な
ど
の
公
営
企
業

の
経
営
状
況
を
判
断
す
る

た
め
の
比
率（
以
下
、
資

金
不
足
比
率
）が
定
め
ら

れ
、
こ
の
比
率
を
議
会
に

報
告
し
、
市
民
の
皆
さ
ん

に
公
表
す
る
こ
と
と
さ
れ

て
い
ま
す
。
平
成
２６
年
度

の
決
算
見
込
額
な
ど
を
も

と
に
、
健
全
化
判
断
比
率

（
表
１
）と
資
金
不
足
比
率

（
表
２
）を
算
定
し
ま
し
た

の
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

〈
実
質
赤
字
比
率
〉

　
一
般
会
計
の
実
質
収
支

が
1０
億
２
千
９７５
万
円
の
黒

字
と
な
り
実
質
赤
字
額
が

な
い
た
め
、
該
当
な
し
と

な
り
ま
す
。

〈
連
結
実
質
赤
字
比
率
〉

　
全
会
計
を
連
結
し
た
際

の
連
結
実
質
収
支
が
４５
億

３
千
２７２
万
円
の
黒
字
と
な

り
、
連
結
実
質
赤
字
額
が

な
い
た
め
、
該
当
な
し
と

な
り
ま
す
。

〈
実
質
公
債
費
比
率
〉

　　
３
か
年
の
平
均
値
で
あ

る
た
め
、
３
年
間
の
推
移

と
し
て
、
借
入
金（
市
債
）

の
返
済
額（
公
債
費
）が
減

少
し
て
い
る
こ
と
な
ど
に

よ
り
、前
年
度
に
比
べ
０
．

５
ポ
イ
ン
ト
改
善
し
ま
し

た
。

〈
将
来
負
担
比
率
〉

　
借
入
金（
市
債
）の
現
在

高
が
増
加
し
た
こ
と
な
ど

に
よ
り
、
前
年
度
に
比
べ

６
．３
ポ
イ
ン
ト
悪
化
し

ま
し
た
。

〈
資
金
不
足
比
率
〉

　
水
道
事
業
会
計
、
公
共

下
水
道
事
業
会
計
と
も

に
、
資
金
不
足
額
が
生
じ

な
か
っ
た
た
め
、
該
当
な

し
と
な
り
ま
す
。

（表 １）� （単位：％）

区　　分 守口市の比率 早 期 健 全 化 基 準
平成 26年度 平成 25年度 財 政 再 生 基 準

健全化判断比率

実 質 赤 字 比 率 － － 11.79
20.00�

連 結 実 質 赤 字 比 率 － － 16.79
30.00�

実 質 公 債 費 比 率 7.6 8.1 25.0�
35.0�

将 来 負 担 比 率 76.7 70.4 350.0

備実質赤字額、連結実質赤字額がないため、比率は「－」と表示しています
　将来負担比率の財政再生基準はありません

平成２６年度決算に基づく健全化判断比率・資金不足比率の状況財産などの状況

（表 ２）� （単位：％）�

区　　分 守口市の比率 経営健全化基準平成 26年度 平成 25年度

資金不足比率
水 道 事 業 ― ―

20.0特 別 会 計
公 共 下 水 道 事 業 ― ―

備資金不足額がないため、比率は「－」と表示しています

用
語
解
説

平成 ２７ 年度各会計別予算執行状況 （平成 27年 7月末現在）

会 計 名 予 算 額
収　入　済　額

執行率
支　出　済　額

一般会計 631億 1,516 万円
210億 3,711 万円 33.3％

175億 2,870 万円 27.8％

特　
別　
会　
計

国 民 健 康 保 険
事 業 会 計 215億 1,100 万円

66億 9,495 万円 31.1％

62億 1,707 万円 28.9％

後期高齢者医療
事 業 会 計 17億 5,500 万円

5億 5,721 万円 31.7％

2億 6,187 万円 14.9％

合 計 232億 6,600 万円
72億 5,216 万円 31.2％

64億 7,894 万円 27.8％

平成 ２７ 年度一般会計の予算執行状況 （平成 27年 7月末現在）
区　　　　　分 予　　　算　　　額 執　　　行　　　額 執行率

歳　
　
　
入

市 税 213億 2,395 万円 105億 7,440 万円 49.6％

地方交付税など交付金 101億 6,800 万円 35億　590万円 34.5％

分 担 金・ 使 用 料 23億　747万円 5億 7,491 万円 24.9％

国・ 府 支 出 金 194億 6,620 万円 46億 5,173 万円 23.9％

市 債 81億 5,220 万円 8億 7,090 万円 10.7％

そ のほかの歳入 16億 9,734 万円 8億 5,927 万円 50.6％

合 計 631億 1,516 万円 210億 3,711 万円 33.3％

歳　
　
　
出

総 務 費 50億 4,289 万円 9億 7,542 万円 19.3％

民 生 費 319億 7,442 万円 104億 9,584 万円 32.8％

衛 生 費 41億 9,368 万円 10億 6,337 万円 25.4％

土 木 費 32億 2,847 万円 5億 4,579 万円 16.9％

教 育 費 97億 1,965 万円 12億 4,972 万円 12.9％

公 債 費 62億 7,003 万円 22億 7,773 万円 36.3％

そ のほかの歳出 26億 8,602 万円 9億 2,083 万円 34.3％

合 計 631億 1,516 万円 175億 2,870 万円 27.8％

市有財産の状況 （平成 26年度決算見込み）
土地面積 建物面積

市庁舎・行政機関施設 72,927.40㎡ 73,289.23㎡
学 校 施 設 382,058.07㎡ 192,574.15㎡
公 園 施 設 226,746.13㎡ 507.35㎡
そ の ほ か の 施 設 293,222.23㎡ 131,988.08㎡
合 計 974,953.83㎡ 398,358.81㎡

そのほかの財産 （平成 26年度決算見込み）
有 価 証 券 2,350 万円

市債の現在高 （平成 26年度決算見込み）
総 務 債 48億 2,092 万円
民 生 債 4億 1,540 万円
衛 生 債 38億 3,535 万円
土 木 債 60億 6,366 万円
教 育 債 102億 8,417 万円
労 働 債・ 消 防 債・ 災 害 復 旧 債 1億 9,990 万円
臨 時 財 政 対 策 債 な ど 332億 1,558 万円
下 水 道 債 147億 4,587 万円
合 計 735億 8,085 万円

今
後
の
展
望
お
よ
び
取
り
組
み

平成 ２７ 年度下水道事業会計予算執行状況
（平成 27年 7月末現在）

区�����分 予 算 額 執 行 額 執行率

収
入

下水道使用料収入 24億　610万円 8億　306万円 33.4%

そのほかの収入 33億 2,033 万円 9億 3,054 万円 28.0%

計 57億 2,643 万円 17億 3,360 万円 30.3%

支
出

営 業 費 用 な ど 34億 7,274 万円 10億　143万円 28.8%

建 設 費 用 15億 6,552 万円 1億 8,411 万円 11.8%

企業債償還金など 16億 7,431 万円 8,650 万円 5.2%

計 67億 1,257 万円 12億 7,204 万円 19.0%

備平成 27年度から地方公営企業法を適用し、官公庁会計から公営
　企業会計に移行しました。これに伴い、名称を守口市特別会計公
　共下水道事業から、守口市下水道事業会計へと変更し、公表しま
　す

平成 26年 （上段）
平成 26年 （下段）
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